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森林生態系多様性基礎調査における民間競争入札実施要項 

 

 

趣旨 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以下「法」

という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる

利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、そ

の実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させるこ

とにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指すものであ

る。上記を踏まえ、林野庁は、公共サービス改革基本方針（平成 25 年６月 14 日閣議決定）

別表において民間競争入札の対象として選定された森林生態系多様性基礎調査(以下「本事

業」という。)について、公共サービス改革基本方針に従って、民間競争入札実施要項（以

下「実施要項」という。）を定めるものとする。 

 

１．対象公共サービスの概要 

 

  本事業は、適切な森林施業の確保や国際的な課題となっている「持続可能な森林経営」に

向け、森林の状態と変化の動向を全国統一の手法で計画的に把握するため、地況（標高、斜

面方位等）、林況（林種、樹種等）及び生態系の多様性の状況（下層植生、枯損木等）等を

調査事項とする、システマティックサンプリング（系統抽出）方式の定点観測や特定の調査

目的に適合する森林を抽出して実施する調査を、平成 22 年４月から毎年実施している。（平

成 11年度から平成 21 年度までは、森林資源モニタリング調査として同様の調査を実施して

いる。） 

 

（１）調査の対象 

国土調査法施行令（昭和 27 年政令第 59号）第２条第１項第１号に規定する平面直角座標

系（日本測地系）の原点を起点とし、座標系の適用区域ごとに４ｋｍ間隔の格子線を想定し、

その交点のうち、森林（森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第２条に規定するものをいう。

以下同じ。）に該当する調査点（以下「一般調査点」という。）及び特定の調査目的に沿って

独自に設定する調査点（以下「項目別調査点」という。）において、立木調査等を行う。 

 

（２）調査の規模 

本事業により実施する業務の内容は、全国約１万６千点の調査点における調査計画の作成

から現地調査、調査結果のとりまとめ及び調査結果報告までとする。ただし、予算の関係

で、調査点数が変更される場合がある。 
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（３）調査の時期

現地調査実施期間については、落葉前の樹種判別等が必須となるため、年度毎に降雪、積

雪期に入るまでに調査を終了するものとする。なお、調査スケジュールの標準例については、

別添１の「森林生態系多様性基礎調査 調査マニュアル」（以下、「調査マニュアルという。」）

29 ページに記載のとおり。 

（４）調査方法等

全国の森林からシステマティックサンプリング方式により抽出された約１万６千点の一

般調査点及び約 500 点の特定の調査目的に沿って設定する項目別調査点について、調査マニ

ュアルに基づいて、定点観測調査を実施する。 

２．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき質に関

する事項 

（１）対象公共サービスの詳細な内容

ア 業務期間

平成 31 年度中の契約締結日から平成 36 年３月○日（平成 31 年度から平成 35 年度） 

（なお、調査区毎の業務期間については、別途指定する。）

イ 貸与物件（契約後、受託者に開示）

調査予定地所有者情報（前回調査実施時点のもの）

第４期（平成 26年度～平成 30年度）調査に係る調査野帳及び GPS ログデータ

 （注）上記資料の開示に当たっては、第三者に公表しない旨の誓約書を徴することとする。 

ウ 業務の引継

林野庁は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、民間事業者及び次回の事業者に対し

て必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

 本事業の終了に伴い民間事業者が変更となる場合には、本事業を受注した民間事業者

は、次回の業務開始日までに、業務内容を明らかにした書類等により、次回の事業者に

対し、引継ぎを行うものとする。 

 なお、その際の事務引き継ぎに必要となる経費は、本事業を受注した民間事業者の負

担となる。 

エ 業務の詳細な内容

本事業の内容は下記のとおり。各業務について、適切かつ確実に行う工夫を求めると

ともに、下記(イ)、(ウ)の業務については、より良質かつ低廉なサービスを実現する観
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点から、民間事業者の創意工夫を求める（業務実施の具体的な方法については、企画書

（５．(２)ウ参照）に記載する）。 

また、民間事業者は月に１回の進捗状況の報告をメール又は対面で行うことに加え、

必要に応じて随時、電話等で連絡調整を行うことを通じて、林野庁と連携を図り、円滑

かつ確実な業務実施に努めることとする。 

・実施スケジュール及び実施体制の作成 → 詳細は以下の (ア) 

・調査 → 同 (イ)～(ウ) 

・調査データのプログラムへの入力 → 同 (エ) 

   ・報告書作成 →  同 (オ) 

 

(ア) 実施スケジュール及び実施体制の作成 

各年度における実施スケジュール及び実施体制を、平成 31 年度においては契約

締結後 10 日以内に、平成 32 年度から平成 35 年度については当該年度の４月中旬

までに林野庁へ提出すること。 

 

(イ)  一般調査点における調査 

 （実施時期：毎年度 11 月末日まで（※地域の実情による）） 

一般調査点における調査項目及び具体的な調査の方法は別添１の「調査マニュア

ル」によるものとし、調査に当たっては別添２の「森林生態系多様性基礎調査野帳

様式」を使用することとする。調査実施箇所は、平成 31～35 年度に調査を行うこと

とされている全ての調査地点を対象とし、原則、前回調査から５年が経過する箇所

で調査を実施することとし、同マニュアルの「第５ 調査計画」の「４ 各年度の作

業」に基づき、空中写真等による土地利用の変化を確認しつつ決定する。 

なお、平成 11 年度から平成 21 年度までに森林資源モニタリング調査が実施され

ている調査点及び平成 22 年度から平成 30 年度までに本事業が実施されている調査

点について、実際の調査実施箇所の位置が上記４ｋｍ間隔の格子線から想定される

調査点の位置からずれている場合、緯度・経度情報等を参考に、ＧＰＳの活用によ

り前回の調査実施箇所に到達の上、当該箇所を一般調査地点として調査を実施する。 

 

      (ウ) 項目別調査点における調査 

（実施時期：毎年度 11月末日まで（※地域の実情による）） 

 項目別調査点における調査は、別添４の「項目別調査点における調査点設定の基

本的考え方及び調査方法」に掲げる調査目的に沿って設定されている調査点を対象

とする。 

 

(エ) 調査データの入力プログラムへの入力（実施時期：契約後随時） 

上記の(イ)、(ウ)により得られた現地調査結果について、別途配布する入力プログ

ラムへ入力すること。なお、データの入力に当たっては、別添５の「データ入力プロ
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グラム使用マニュアル」を参考とすること。 

(オ) 納品及び実績報告書等の経理業務（実施時期：毎年度３月頃）

ａ 期日(３月上旬で、毎年度、林野庁が別途指定する日)までに、納品物件及び実

績報告書を作成し提出すること。 

ｂ 実績報告書の作成後、林野庁の確認を受けること。確認に当たっては、本事業

に関連する領収書等の経理関係書類を用意すること。 

オ 情報セキュリティ管理

(ア) 本事業に従事する者（従事した者を含む。）は、本事業に関して知り得た個人情報

(当該情報に含まれる氏名、住所等により特定の個人を識別することができるもの(他

の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることと

なるものを含む。)をいう。以下同じ。)を本事業の遂行に使用する以外に使用し、又

は提供してはならない。また、保有した個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又

は不当な目的に使用してはならない。この事業が終了した後においても同様とする。 

(イ) 本事業を行うために保有した個人情報について、毀損等に備え重複して保存する

場合又は個人情報を送信先と共有しなければ本事業の目的を達成することができな

い場合以外には、複製、送信、送付又は持ち出しをしてはならない。 

(ウ) 民間事業者は、保有した個人情報について、漏えい等安全確保の上で問題となる

事案を把握した場合には、直ちに被害の拡大防止等のため必要な措置を講ずるととも

に、林野庁に事案が発生した旨、被害状況、復旧等の措置及び本人への対応等につい

て直ちに報告しなければならない。 

(エ) 民間事業者は、本事業が終了したときは、本事業において保有した各種媒体に保

管されている個人情報については、直ちに復元又は判読が不可能な方法により情報の

消去又は廃棄を行うとともに、林野庁より提供された個人情報については、返却しな

ければならない。 

カ 納品物件（毎年度３月上旬）

以下の(ア)～(エ)を、林野庁に納入すること。納入時期が土曜、日曜、祝祭日の場合

は、その前日までに納品すること。 

(ア) 事業報告書 ３部（製本及び電子媒体一式）

 報告内容については、 

ａ 調査概要・目的・調査方法、調査箇所位置図 

ｂ その他 

等とする。 

(イ) 入力プログラム（森林所有者情報及び調査結果) ３部

（電子媒体一式、入力プログラムは林野庁で配布） 

(ウ) 調査実施野帳全てのＰＤＦデータ ３部（電子媒体一式）
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(エ) 森林所有者からの調査同意書

キ 業務受託に関する留意事項

(ア) 設備と場所

民間事業者は、本事業を実施するために、調査関係資料を厳重に管理する保管庫、

電話設備、ＦＡＸ、インターネット、パソコン等の必要な設備と場所を用意する。 

(イ) 名称の使用等

民間事業者は、「森林生態系多様性基礎調査」という名称を用いて現地調査、照会

対応等を実施する。なお、この名称及び林野庁の受託者である旨は、森林所有者へ

送付する「依頼文」に明記する。また、民間事業者は森林所有者からの回答書の返

送先を自ら確保するとともに、業務終了後速やかに、回答書を林野庁に報告するこ

ととする。 

(ウ) 連絡・調整担当者

民間事業者は、本事業の適切な実施を確保するために、林野庁との連絡・調整を

行う担当者を設置すること。担当者は業務時間内（平日９：30～18：15）において

は、速やかに連絡・調整が取れる状態を保つこととし、林野庁との連絡・調整は、

この担当者を経ることとする。 

(エ) 業務従事者に求められる知識・経験等

当調査の実施に当たる調査チームには、植生に関する専門的な知識を有する者（例：

技術士（森林部門、環境部門、建設部門）、生物分類技能検定１級又は２級、林業技士

（森林環境部門）、樹木医等の植生調査に係る資格を有し、森林調査（地上立木等）業

務従事の経験がある者）を１名以上含む原則として３名以上の森林に関する専門家で

構成するものとし、調査点の数を勘案の上、調査期間内（原則として落葉期までに調

査を完了）に効率的かつ精確に調査することが可能な調査チーム体制を確保すること。 

(オ) 研修の実施

民間事業者は、「森林生態系多様性基礎調査における精度検証調査」（以下、「精度

検証事業」という。）の受託者が行う研修に、調査に従事する予定の者を必ず２名以

上受講させることとする。 

また、本事業の実施に当たり、調査を実施する者、森林所有者等の個人情報が記さ

れた書類等を取り扱う者等に対し、調査内容や守秘義務等の遵守事項について十分理

解できる研修を現地調査開始前までに行うこととする。 

(カ) 業務の改善策の作成・提出等

民間事業者は、次のａ又はｂの場合、速やかに業務の改善策（林野庁への提案を

含む）を作成及び提出し、林野庁の承認を得た上で改善策を実施するものとする。 

なお、民間事業者は、改善策の作成、提出及び実施に当たり、林野庁に対して必要

な助言及び協力を求めることができる。 

ａ 民間事業者が実務の実施結果を踏まえ、業務の質の確保、向上を図るため、業務

の改善が必要と判断した場合 

8／249



8 

ｂ 林野庁が、８．(１)アに示す報告や２．(１)カに示す納品物件の確認又は業務の

実施状況を検査することにより、業務の質が満たされないことが明らかになり、業

務の改善が必要と判断し、民間事業者に対して業務の改善を求めた場合 

(キ) 業務の改善提案

民間事業者は、業務の質の確保、向上を図るため、業務の実施結果を踏まえた改善提

案（照会対応・督促業務に必要な照会対応事例集等）を林野庁に対して行う。 

（２）入札対象事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質

本事業を実施するに当たって、確保されるべき質として求められるものは、以下のとお

りである。なお、林野庁は、質の確保状況について、８．(１)アに示す報告及び２．(１)

カに示す納品物件により随時確認する。

ア 調査適期での現地調査の実行

本事業の実施に当たり、積雪等により冬期の現地調査の実施に制約がある調査点を優

先して実施するなど、林野庁と調整の上、調査適期にスケジュールに沿って確実に業務

を遂行すること。 

イ 「調査マニュアル」の遵守徹底

本事業については、全ての調査区で同一の調査方法により、現地調査を実施する必要

があるため、「調査マニュアル」に記載された調査方法を遵守・徹底すること。このこ

とにより、精度検証事業で行われるコントロール調査の結果、基礎調査受託者の調査し

た結果と著しい乖離を生じたとして林野庁から再測を命じられることのないよう、適切

に調査すること（業務期間中の５年間で受けることとなる合計約 35 カ所のコントロー

ル調査のうち、再測指示を受ける回数は２回以下とすること）。

ウ 社内研修の早期実施

精度検証事業で実施する研修に参加した者による社内研修を、調査開始前までに

終了させることとし、遅くとも受講後１ヶ月以内に実施すること。 

（３）契約の形態及び支払

ア 契約の形態

契約の形態は委託契約とする。

イ 委託費の支払方法

各年度の委託費の確定額は、委託費で行う業務に要した経費の支出済額と各年度の委

託費の金額のいずれか低い額とする。委託費の支払については、会計法（昭和 22 年法

律第 35 号）第 22 条、予算決算及び会計令(昭和 22 年勅令第 165 号)第 58 条に基づく協

議が整った場合において、落札者が決定した後、落札者と林野庁が協議を行い、当該年

度の予算の範囲内で支払金額・回数を決定する。 
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支払いに当たり民間事業者は、８．(１)アに示す報告及び２．(１)カに示す納品物件

や各年度の業務の完了を確認できる書類等を林野庁に提出する。林野庁は、適正かつ確

実な実施がなされたことを確認した後、所定の金額を支払う。 

なお、適正な業務がなされていない場合には、林野庁は民間事業者に対し、再度業務

を行うよう指示するとともに、業務の改善策の作成・提出を求めるものとする。業務の

適正かつ確実な実施が確認できない限り支払は行わない。  

３．実施期間に関する事項 

委託契約の契約期間は、平成 31 年度中の契約締結日から平成 36 年３月○日までとする。 

（なお、調査区毎の契約期間については、別途指定する。） 

４．入札参加資格に関する事項 

（１）法第 15条において準用する法第 10 条（第 11 号を除く）に抵触しない者であること。 

（２）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保

佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別

の理由がある場合に該当する。 

（３）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（４）平成 28・29・30 年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提

供等」に格付されている者であること。 

（５）農林水産省における物品の製造契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停止措置要領

に基づく指名停止を受けている期間中の者でないこと。 

（６）単独で本事業が担えない場合は、適正に業務を遂行できる共同事業体(本業務を共同し

て行うことを目的として複数の民間事業者により構成された組織をいう。以下同じ。)と

して参加することができる。その場合、入札書類提出時までに共同事業体を結成し、代表

者を定め、他の者は構成員として参加するものとする。また、共同事業体の構成員は、他

の共同事業体の構成員となること、又は、単独で入札に参加することはできない。なお、

共同事業体で入札に参加する場合は、共同事業体結成に関する協定書又はこれに類する書

類を作成すること。 

（７）本実施要項に記載する事項のとおり役務を実施・完了することができることを証明した

者であること。なお、この場合の証明とは、落札者として決定された民間事業者との間で

締結される法第 20 条第１項の契約(以下「本契約」という。)を締結することとなった場

合、確実に完了期限までに業務を実施・完了することができるとの意思表示を書面により

証明することをいう。 

（８）11．(４)の構成員である外部有識者本人又はこれらの者と資本若しくは人事面において

関連のある事業者でないこと。 
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５．入札に参加する者の募集に関する事項 

（１）入札に係るスケジュール（予定） 

ア 入札公告    平成 30 年 12 月下旬 

イ 入札説明会    平成 31 年１月下旬（※） 

ウ 質問受付期限    平成 31 年２月上旬 

エ 入札書提出期限    平成 31 年２月中旬～３月上旬 

オ 企画書の審査等    平成 31 年２月下旬～３月中旬 

カ 開札及び落札者の決定   平成 31 年２月下旬～３月中旬 

キ 契約締結           平成 31年４月 

 （※入札説明会は、本事業、精度検証事業及び森林資源データ解析の３事業について同日内に順

次開催する予定（１日で３事業の入札説明会を開催）。会場は、東京都、札幌市、大阪市及び

熊本市とし、順次開催していく予定。） 

 

（２）入札の実施手続 

ア 入札説明後の質問受付 

入札公告以降、林野庁において入札説明書の交付を受けた者は、本実施要項の内容や

入札に係る事項について、入札説明会後に、林野庁に対して質問を行うことができる。

質問は原則として電子メールにより行い、質問内容及び林野庁からの回答は原則として

入札説明書の交付を受けた全ての者に公開することとする。 

ただし、民間事業者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあると判断される場合

には、質問者の意向を聴取した上で公開しないよう配慮する。 

 

イ 提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、次に掲げる書類を別に

定める入札公告及び入札説明書に記載された期日と方法により、林野庁まで提出するこ

と。 

(ア) 入札書 

入札金額（入札参加者が消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、契約期間内全ての本事業に対する報酬総額の 108 分の 100

に相当する金額）を記した書類 

(イ) 企画書 

総合評価のための業務運営の具体的な方法及びその質の確保の方法等に関する書    

類 

(ウ) 資格審査結果通知書 

平成 28・29・30 年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）における資格審

査結果通知書の写し 
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(エ) 暴力団排除に関する書類

法第 15 条において準用する法第 10条に規定する欠格事由のうち、暴力団排除に関

する規程について評価するために必要な書類 

ウ 企画書の内容

入札参加者が提出する企画書には、６．で示す総合評価を受けるため、次の事項を記

載することとする。 

(ア) 実施計画

(イ) 実施体制・設備・環境

(ウ) 組織の専門性

(エ) 本事業従事予定者の研修

(オ) セキュリティ対策

(カ) 類似業務の実績（森林調査関係）

(キ) 補足資料（入札参加者の必要に応じて）

なお、上記について林野庁が民間事業者の創意工夫による設定を求めている事項以外

についても、民間事業者が創意工夫できる事項については企画書に記載する。 

６．落札者を決定するための評価の基準その他の落札者の決定に関する事項 

本事業を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価落札方式によるも

のとする。落札者決定に当たっての質の評価項目の設定は、「評価項目一覧表」（別紙１）

のとおり。なお、評価は、林野庁内に設置する技術審査委員会において行う。 

（１）落札者を決定するための評価の基準

ア 技術点（得点配分 200 点）

技術評価は、提出された企画書の内容が、事業の趣旨に沿った実行可能なものである

か（必須項目）、また、効果的なものであるか（加点項目）について行い、必須項目審査

の得点（以下「基礎点」という。）と加点項目審査の得点（以下「加点」という。）の合

計点を技術点とする。 

(ア) 基礎点（52点）

次の必須項目について審査を行い、その全てを満たしている提案には基礎点 50点を与

え、その一つでも満たしていない場合は失格とする。 

(イ) 加点（148 点満点）

必須項目の審査で合格になった入札参加者に対して、「評価項目一覧表」（別紙１）上

の「加点」の項目について審査を行う。効果的な実施が期待されているかという観点か

ら、入札参加者の企画提案を評価することにより加点する。 

評価者は、加点項目ごとに入札参加者の企画書の内容を比較し、各入札参加者に対し

て「表１ 審査基準」により０点から３点までを付与する。 
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各入札参加者の得点は、各評価者の得点に、重要度に応じた加重を乗じた値とする。 

表１ 審査基準 

評価 評価内容 得点 

Ａ 非常に優れている ３ 

Ｂ 優れている ２ 

Ｃ 標準的・普通 １ 

Ｄ 記載なし、又は期待できない ０ 

イ 入札価格点（得点配分 100 点）

入札価格に係る評価点については以下の計算方法により、事業者が提示した入札価格に

応じて得点が計算される。なお、入札価格に係る得点配分は 100 点とする。 

（１ －入札価格／予定価格）×入札価格に係る得点配分（100 点） 

（２）落札者の決定

ア 落札方式

次の要件をともに満たしている者のうち、「イ 総合評価点の計算」によって得られ

た数値の最も高い者を落札者とする。 

(ア) 入札価格が予定価格の範囲内であること。

(イ) 「評価項目一覧表」（別紙１）に記載される要件のうち必須とされる項目を、全

て満たしていること。 

イ 総合評価点の計算

総合評価点 ＝  [技術点]       ＋      [入札価格点]

＝[基礎点(52 点)＋加点(148 点満点)]＋[(１－入札価格／予定価格)×100 点]

ウ その他

(ア) 必須審査項目を全て満たしている者のうち、予定価格の制限に達した入札金額の

入札がない場合は、直ちに再度の入札を行う。 

(イ) 落札予定者となるべき者が２者以上あるときは、くじによって落札者を決定する。

また、当該落札予定者となるべき者のうち、くじを引かない者があるときは、これに

代わって入札事務に関係のない林野庁の職員にくじを引かせ落札者を決定する。 

(ウ) 林野庁は、落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金

額、落札者の総合評価点等について公表するものとする。 

（３）初回の入札で落札者が決定しなかった場合の措置

林野庁は、初回の入札で予定価格の制限の範囲内で入札した者がいないときは、直ちに

再度の入札を行うこととし、これによってもなお落札者となるべき者が決定しない場合は、
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入札条件を見直し、再度入札公告に付することを基本とする。 

再度の入札公告によっても落札者が決定しない場合、又は本事業の実施に必要な期間が

確保できない等、止むを得ない場合は、別途、本事業の実施方法を検討することとし、そ

の検討結果及び理由を公表するとともに、官民競争入札等監理委員会に報告するものとす

る。 

 

 

７．入札対象事業に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

本事業における従来の実施状況に関する情報の開示については、「従来の実施状況に関する

情報の開示」（別紙２）のとおりとする。なお、情報の開示を行う項目は以下のとおり。 

（１）従来の実施に要した経費 

（２）従来の実施に要した人員 

（３）従来の実施に要した施設及び設備 

（４）従来の実施における目的の達成の程度 

（５）従来の実施方法等 

 

 

８．民間事業者が林野庁に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な

措置その他本事業の適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が講ずべ

き事項 

 

（１）民間事業者が報告すべき事項 

ア 報告等    

 ２．（２）で設定したサービスの質の確保がなされていることを確認するため、民間事

業者は、次の(ア)～(エ)について林野庁に報告すること。また林野庁は、報告を受け、

本事業の適正かつ確実な実施を確保するため、必要に応じ民間事業者との情報交換の場

を設けるものとする。 

(ア) 問合せ・苦情等対応状況  （随時） 

(イ) 調査実施状況       （四半期毎） 

 (ウ) 勤務体制         （受託後１ヶ月以内） 

業務担当者の配置実績及び勤務体制表 

勤務体制については、調査実施班に責任者を置き、氏名、所属、連絡先を報告 

(エ) ２（１）カに掲げる納品物件 

平成 31 年度調査：平成 31 年３月○日 

平成 32 年度から平成 35年度：当該年度の３月○日 

  （なお、調査区毎の報告期限については、別途指定する。） 
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イ 調査 

林野庁は、本事業の適正かつ確実な実施を確保するために、必要があると認めるときは

法第 26 条第１項に基づき、民間事業者に対して、必要な報告を求め、又は事務所等に立

ち入り、実施の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問す

ることができる。 

立入検査をする林野庁の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条第１項に

基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携行し、

関係者に提示することとする。  

   

ウ 指示    

林野庁は、本事業を適正かつ的確に実施させるために、必要があると認めるときは、民

間事業者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。なお、上記によら

ず、業務の質の低下につながる問題点を確認した場合は、指示を行うことができるものと

する。 

 

（２） 秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

民間事業者は、本事業に関して林野庁が開示した情報等（公知の事実等を除く。）及び

業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、そのた

めの必要な措置を講ずること。民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その

役員）若しくはその職員、その他の本事業に従事している者又は従事していた者は業務

上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏らし、又は

盗用した場合には、法第 54 条により罰則の適用がある。 

   なお、当該情報等を本事業以外の目的に使用又は第三者に開示してはならない。 

 

（３）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置     

ア 委託業務の開始及び中止    

(ア) 委託業務の開始 

民間事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本事業を開始し

なければならない。 

(イ) 本事業の中止 

民間事業者は、やむを得ない事由により、本事業を中止しようとするときは、あらか

じめ、林野庁の承認を受けなければならない。   
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イ 公正な取扱い    

(ア) 民間事業者は、本事業の実施に当たって、調査点を具体的な理由なく区別しては

ならない。   

(イ) 民間事業者は、調査点の取扱いについて、自らが行う他の事業の利用の有無によ

り区別してはならない。 

 
ウ 金品等の授受の禁止    

民間事業者は、本事業において金品等を受け取ること又は与えることをしてはならな

い。 

 

エ 宣伝行為の禁止    

(ア) 本事業の宣伝 

民間事業者及び本事業に従事する者は、林野庁や「森林生態系多様性基礎調査」の名

称やその一部を用い、本事業以外の自ら行う業務の宣伝に利用すること（一般的な会社

案内資料において列挙される事業内容や受注業務の１つとして事実のみ簡潔に記載す

る場合等を除く。）及び当該自ら行う業務が森林生態系多様性基礎調査の業務の一部で

あるかのように誤認させるおそれのある行為をしてはならない。 

(イ) 自らが行う事業の宣伝 

民間事業者は、本事業の実施に当たって、自らが行う事業の宣伝を行ってはならない。 

 

オ 法令の遵守 

民間事業者は、本事業を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなくては

ならない。 

 

カ 安全衛生 

民間事業者は、本事業に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責

任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

 

キ 記録及び帳簿    

民間事業者は、実施年度ごとに本事業に関して作成した記録や帳簿書類を、事業終了

の翌年度の４月１日より起算して５年間保管しなければならない。  

  

 

ク 権利の譲渡    

民間事業者は、原則として、本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に

譲渡してはならない。    
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ケ 権利義務の帰属等

(ア) 印刷物の制作上で発生した著作権及び電子データ等の所有権は林野庁に帰属す

る。 

(イ) 民間事業者は、本事業の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、林

野庁の承認を受けなければならない。 

コ 契約によらない自らの事業の禁止

民間事業者は、本事業を実施するに当たり、林野庁の許可を得ることなく自ら行う事

業又は林野庁以外の者との契約（林野庁との契約に基づく事業を除く。）に基づき実施

する事業を行ってはならない。 

サ 取得した個人情報の利用の禁止

民間事業者は、本事業によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は林野庁以外の

者との契約（本事業を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に基づき実施

する事業に用いてはならない。 

シ 再委託の取扱い

(ア) 全部委託の禁止

民間事業者は、本事業の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

(イ) 再委託の合理性等

民間事業者は、本事業の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原則

としてあらかじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称、再委

託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の業務履

行能力並びに報告徴収その他運営管理の方法）について記載しなければならない。 

(ウ) 契約後の再委託

民間事業者は、契約後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託に関す

る事項を明らかにした上で林野庁の承認を受けなければならない。 

(エ) 再委託先からの報告

民間事業者は、上記(ウ)により再委託を行う場合には再委託先から必要な報告を徴収

することとする。 

(オ) 再委託先の義務

再委託先は、上記８．(２)及び(３)イからサまでに掲げる事項について、民間事業者

と同様の義務を負うものとする。 

(カ) 民間事業者の責任

再委託先の事業者の責めに帰すべき事由は、民間事業者の責めに帰すべき事由とみな

して、民間事業者が責任を負うものとする。 
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ス 契約内容の変更

民間事業者及び林野庁は、本事業の更なる質の向上の推進又はその他やむを得ない事

由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出し、そ

れぞれの相手方の承認を受けた上、法 21 条に定める手続きを経なければならない。 

セ 契約の解除

林野庁は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

(ア) 法第 22条第１項第１号イからチ又は同項第２号に該当するとき。

(イ) 暴力団員を業務統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき。

(ウ) 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明ら

かになったとき。 

ソ 契約解除時の取扱い

(ア) 契約解除時の委託報酬の支払

上記セに該当し、この契約に違反した場合には、契約を解除し、又は変更し、及び既

に支払った金額の全部又は一部の返還を民間事業者に請求することができる。 

(イ) 契約解除時の違約金と本事業の完了

(ア)に該当する場合、民間事業者は、契約金額の 100 分の 10 に相当する金額を違約

金として林野庁が指定する期日までに納付するとともに、林野庁との協議に基づき、本

事業の処理が完了するまでの間、責任を持って当該処理を行わなければならない。 

(ウ) 延滞金

林野庁は、民間事業者が前項の規定による金額を国の指定する期日までに支払わない

ときは、その支払期限の翌日から起算して支払のあった日までの日数に応じて、年 100

分の５の割合で計算した金額を延滞金として納付させることができる。 

(エ) 損害賠償

林野庁は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることがで

きる。 

タ 不可抗力免責

落札事業者は、上記事項にかかわらず、不可抗力により委託事業の全部又は一部の

履行が遅延しまたは不能となった場合は当該履行遅延または履行不能による責任を負

わないものとする。 

チ 契約の解釈

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と林野庁が協議

するものとする。 
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９．本事業を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合における損害賠償に関

して民間事業者が負うべき責任等 

本契約を履行するに当たり、民間事業者が、故意又は過失により第三者に損害を加えた場

合における、当該損害に対する賠償等については、次に定めるところによるものとする。 

（１）民間事業者に対する求償

林野庁が国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）第１条第１項等に基づき当該第三者に

対する賠償を行ったときは、林野庁は民間事業者に対し、当該第三者に支払った損害賠償

額（当該損害の発生について林野庁の責めに帰すべき理由が存する場合は、林野庁が自ら

賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償することができる。 

（２）林野庁に対する求償

民間事業者が民法（明治 29 年法律第 89号）第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠

償を行った場合であって、当該損害の発生について林野庁の責めに帰すべき理由が存する

ときは、当該民間事業者は林野庁に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠

償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 

（３）その他

ア 民間事業者が本契約に違反したことによって、又は民間事業者（その者が法人である

場合にあっては、その役員）若しくはその職員その他の本契約の履行に従事する者が

故意若しくは過失によって林野庁に損害を与えたときは、民間事業者は、林野庁に対

する当該損害の賠償の責めに任じなければならない。

イ 民間事業者は、民間事業者の責に帰すべき事由により、「２．(１)カ 納品物件」に

定める納入期限を遅延したときは、遅延金として納入期限の翌日から履行完了までの

遅延日数１日につき契約金額の年 100 分の５の割合で計算した額を林野庁の指定する

期間内に納付しなければならない。

10．対象公共サービスの評価に関する事項 

（１）実施状況に関する調査の時期

林野庁は、総務大臣が行う評価の時期（平成 35 年６月予定）を踏まえ、当該業務の実施

状況については、平成 35年３月末日時点における状況を調査するものとする。 

（２）調査の実施方法

林野庁は、８．(１)の報告等を基に、下記(３)の調査項目について必要な調査を行い、

従来の実績と比較衡量すること等により、質の維持向上が達成されたかを評価する（数値

的な比較が可能な項目については定量的に評価する。）。あわせて経費削減が達成されたか

を確認する。 
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（３）調査項目

ア ８．(１)ア(ア)～(エ)に掲げる項目

イ 調査票及び集計表

ウ 実際に本事業の実施に要した経費

（４）意見聴取等

林野庁は、本事業の実施状況等の調査を行うに当たり、必要に応じ、民間事業者から直

接意見の聴取等を行うことができるものとする。 

（５）実施状況等の提出

林野庁は、本事業の実施状況等について、10．(１)に示す評価を行うため、平成 35 年

５月を目途に総務大臣及び官民競争入札等監理委員会へ提出するものとする。 

11．その他本事業の実施に際し必要な事項 

（１）本事業実施状況等の監理委員会への報告及び公表

林野庁は、民間事業者に対する会計法令に基づく監督・検査の状況について、業務終了

後に官民競争入札等監理委員会へ報告するとともに、法第 26 条及び第 27 条に基づく報告

徴収、立入検査、指示等を行った場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の

概要を官民競争入札等監理委員会へ報告することとする。  

（２）林野庁の監督体制

本契約に係る監督は、契約担当官等が自ら又は補助者に命じて、立会い、指示その他の

適切な方法によって行うものとする。本事業の実施状況に係る監督は、８．により行うこ

ととする。 

（３）主な民間事業者の責務

ア 法第 25 条第２項の規定により、本事業に従事する者は、刑法(明治 40年法律第 45 号)

その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなされる。 

イ 法第 54 条の規定により、本事業の実施に関し知り得た秘密を漏らし、又は盗用した

者は、１年以下の懲役又は 50万円以下の罰金に処される。 

ウ 法第 55 条の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした

者、あるいは指示に違反した者は、30万円以下の罰金に処される。 
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エ 法第 56 条の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関し、法第 55 条の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の刑が科される。 

オ 会計検査について民間事業者は、会計検査院法（昭和 22 年法律第 73 号）第 23 条第

１項第７号に規定する者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同

法第 25 条及び第 26条により、同院の実地の検査を受け、又は同院から資料・報告等の

提出を求められ、若しくは質問を受ける場合がある。 

カ 本事業の実施に関し、民間事業者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律

第 57号）その他関係法令を遵守するものとする。 

（４）評価委員会の開催

林野庁は、本事業の実施状況の評価等を行うに当たり、専門的技術的知見を得るため

に、林野庁及び外部有識者を構成員とする評価委員会を開催することとする。 
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別紙１　評価項目一覧表（森林生態系多様性基礎調査）

(

必
須

）

基
礎
点

加
点

加
重

１　実施計画

実施計画（作業方針、作業フロー、スケジュール）は、林野庁が示す要件が満たされている
か（※）

基本的な調査実施計画 5 - -

☆
作業フローやスケジュールについて、調査地域や季節を考慮する等、効率的に業務を実施
するための工夫が示されているか

効率化 － 15 5

２　実施体制

本業務を遂行可能な体制・人員が確保されているか、人員補助体制が確立されているか
また、現地調査を行う体制は要項本文２．（１）キ（エ）を満たしているか
なお、再委託をする業務がある場合、再委託の業務内容・業者が明確に示されているか

12 - -

調査員及び林野庁との緊急連絡体制が確立されているか 5 - -

本業務を実施する場所、設備環境（調査データの保管場所、電話、ＦＡＸ、インターネット等）
について十分な体制が用意されているか

基本的な設備環境 5 - -

本業務の各工程において、森林資源関連の調査業務に複数回従事した実績のある責任者
を適正に配置しているか

- 9 3

林野庁からの要望等に、迅速・柔軟に対応できる体制が整っているか（経験・能力に見合っ
た配置、作業量に見合った増員）

－ 12 4

業務遂行に当たり、森林・林業関係の知識（用語、業界をめぐる情勢等の知識）を有する職
員を有しているか

専門性を有する職員の有無 5 - -

植生に関する専門的な知識を有する者（技術士、生物分類技能検定等）を、業務従事者と
して適切に配置しているか

資格の有無 － 9 3

類似事業（森林を対象とした樹木、下層植生、動物等についての現地調査）の受託実績が
あり、組織又は本業務従事予定者に専門知識・ノウハウ等があるか

実務実績の有無 － 9 3

業務を円滑に遂行するための関連情報（効率のよいルート選択、安全衛生、地域の特性
等）の収集能力を有しているか

業務遂行能力 － 9 3

業務担当者等に対する教育（研修）のプログラム概要が、次の２点を含む内容であること
①森林生態系多様性基礎調査の概要について（座学で１日以上）
②調査マニュアルに沿った、現地調査の実施について（現地研修で１日以上）

基本的な教育・研修 5 - -

☆
教育（研修）の方法や研修時間などについて、工夫が示されているか
※再委託先への研修も含める

効果的な教育・研修 － 9 3

実施要項２．（１）オに示す「情報セキュリティ管理」を確保する体制となっているか 基本的なセキュリティ 5 - -

☆
調査予定地所有者情報や希少種の有無等についての情報の扱いについて配慮がされて
いるか

効果的なセキュリティ - 12 4

３　個別業務の実施方法

調査項目・調査手法が、適切かつ明確であるか 要求要件の実現性 5 - -

☆ 現地への到達が不可能な地点の縮減に向けた取組が示されているか - 9 3

☆ 調査の精度を高めるための独自の工夫が示されているか － 15 5

調査項目・調査手法が、適切かつ明確であるか 要求要件の実現性 5 - -

☆ 調査の精度を高めるための独自の工夫が示されているか － 15 5

４　その他

4.1
上記項目以外の創
意工夫等

☆
上記の他、業務を効果的・効率的に実施するための創意工夫等が示されているか（事業全
体の見直しに関する提案も含む）

その他の工夫・取組 － 15 5

５ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標

基本的な組織体制

企
画
書
頁
番
号

正確性を高める工夫

評価項目

新
規
性
･
創
造
性

2.1
実施体制
設備・環境

現地調査の知識と体制の
柔軟性

1.1

得点配分

評価の観点

実施計画

3.2

情報セキュリティ対
策

3.1
一般調査点におけ
る調査

項目別調査点にお
ける調査

2.4

大
項
目

2.3 教育・研修

専門性・能力2.2

中
項
目
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(

必
須

）

基
礎
点

加
点

加
重

企
画
書
頁
番
号

評価項目

新
規
性
･
創
造
性

得点配分

評価の観点
大
項
目

中
項
目

5.1

ワーク・ライフ・バラ
ンス等の推進に関
する認定等取得状
況

☆

a.女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）（女性活躍推
進法）に基づく認定（えるぼし認定企業）
・１段階目（※①）　4点
・２段階目（※①）　8点
・３段階目　10点
・行動計画（※②）　4点
※①　労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。
※②　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主（常時雇用
する労働者の数が300人以下のもの）に限る（計画期間が満了していない行動計画を策定
している場合のみ）。

b.次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）（次世代法）に基づく認定（くるみん
認定企業・プラチナくるみん認定企業）・
・くるみん（旧基準）（※③）　4点
・くるみん（新基準）（※④）　4点
・プラチナくるみん　8点
※③　旧くるみん認定マーク（次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省
令（平成29年厚生労働省令第31号）による改正前の認定基準又は同附則第２条第３項の
規定による経過措置により認定）。
※④　新くるみん認定マーク（次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省
令（平成29年厚生労働省令第31号）による改正後の認定基準により認定）。

c.青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年法律第98号）（若者雇用促進法）に基づ
く認定
・ユースエール認定　8点

（複数の認定等に該当する場合は、最も配点が高い区分により加点を行う。）

ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する※
「女性の活躍推進に向け
た公共調達及び補助金
の活用に関する取組指針
に基づく取組の実施につ
いて（依頼）」（内閣府男
女共同参画局長通知（平
成29年4月28日一部改
正）)を参照のこと。

－ 10 4

※実施要項の２．（１）エの業務内容を参照。 52 148

☆ 創造性・新規性等を求める項目 100 0 100

上記以外の項目 100 52 48

技術点合計 200 52 148
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別紙２　従来の実施状況に関する情報の開示

１ 従来の実施に要した経費 (単位：千円)

常勤職員

非常勤職員

物件費

委託費定額部分 345,365 346,525 345,774

成果報酬等

旅費その他

計(a) 345,365 346,525 345,774

減価償却費

退職給付費用

間接部門費

(a)+(b) 345,365 346,525 345,774

(注記事項)
平成27年度～29年度（民間委託）
1．本業務は、国庫債務負担行為を設定し、平成26年度から平成30年度までの５年間を契約期間としている。

2．本業務は、平成22年度から総合評価落札方式により民間事業者に委託している。

3．各年度とも調査内容はほぼ同じである。

4．委託費の積算には、調査に係る人件費、旅費、通信運搬費などが含まれる。

5．当該事業の具体的な委託費の内訳及び要した人員の実績、人員体制のイメージについては次項以降を参照。

参
考
値

(

b

)

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

人件費

委託費等
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　２　従来の実施に要した人員 （単位：人）

常勤職員

非常勤職員

(業務従事者に求められる知識・経験等）

(業務の繁閑の状況とその対応）

（注記事項）

平成27年度～29年度（民間委託）
○ 委託先の民間事業者は一般競争入札（総合評価落札方式）にて決定後に委託契約により実施。

－ － －

当調査の実施にあたる調査チームには、植生に関する専門的な知識を有する者（例：技術士（森林部門、環境部
門、建設部門）、生物分類技能検定１級又は２級、林業技士（森林環境部門）、樹木医等の植生調査に係る資格を
有し、森林調査（地上立木等）業務従事の経験がある者）を１名以上含む原則として３名以上の森林に関する専門
家で構成するものとし、調査点の数を勘案の上、調査期間内（原則として落葉期までに調査を完了）に効率的かつ
精確に調査することが可能な調査チーム体制を確保すること。

１．落葉前の樹種判別等を必須としているため、降雪、積雪期に入るまでが現地調査期間となる。
２．３月までに事業報告書を提出。

平成２７年度 平成２８度 平成２９年度

－ － －
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　３　従来の実施に要した施設及び設備

（注記事項）

　４　従来の実施における目的の達成の程度

前年度値 実績値 改善率 前年度値 実績値 改善率 前年度値 実績値 改善率

単位当たりコスト

（注記事項）
基礎調査に関する目標設定は、行っていない。

１．平成27年度～29年度【民間事業者】
○民間事業者において準備した。

【内勤】
　資料等保管庫、電話設備、ＦＡＸ、インターネット、パソコン、コピー機、プリンタ、シュレッダー、ＨＤＤ、書庫、机、

　　いす等
　【外勤】

　ＧＰＳ受信機、地図、測桿、超音波測高器、直径巻尺、輪尺、巻尺、クリノメーター、測量赤白ポール、標識テープ、
ナイロン製ロープ、中心杭、円周杭、関数電卓、デジタルカメラ、木材用チョーク、ナンバーテープ、
ポケット植物図鑑等参考図書、基礎調査マニュアル、野帳、前期調査野帳、筆記用具、電池、
ほか現地調査に必要な器具等

○施設
民間事業者事務室一角

※調査に必要な数量については、調査マニュアルに記載

○ 事業を実施するために必要となる施設及び設備は、受託者において準備する必要がある。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
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　５　従来の実施方法等

従来の実施方法（業務フロー図等）

（注記事項）

○ 業務フロー図については別添のとおり。

＜平成２７年度～２９年度＞
森林生態系多様性基礎事業について
　事業の実施状況については、事業着手前に提出される事業計画、事業完了後に提出される実績報告により把握
するほか、随時進捗状況を確認し、必要に応じ現地指導を行っている。
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（別添）

※標準的な作業日程については、調査マニュアル２９ページのとおり。

調
査
実
施

現
地
調
査

結果報告

調査準備

調
査
計
画

入力プログラムでのデータ入力

全格子点

実施主体の判断による
到達不可能地

現地調査による到達
不可能地

調査プロット到達経路情報
・ 到達目標
・ 到達情報
・ プロットの種類

調査プロット情報
・ 林分占有率
・ 地形概況
・ 既設プロットの設置情報
・ 新規プロットの設置情報

立木調査
・ 立木調査
・ 林分構成
・ プロットに関する特記事項

伐根調査

倒木調査

下層植生及び土壌侵食調査

一般調査点・項目別
調査点

到達経路の確認

森林簿等による机上調査

森林簿等による
机上調査 資料調査

・ 調査プロットに関する情報
・ 調査林分に関する森林簿情報

現
地
到
達
確
認

プ
ロ
ッ
ト
調
査
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(参考）

森林生態系多様性基礎調査事業について

１．委託費の内訳（H29年度）
（単位：千円）

全調査区合計 １調査区当たりの内訳 １点当たりの内訳

直接費 313,261 20,884 96

　うち人件費 147,555 9,837 45

　うち旅費 35,182 2,345 11

　うち再委託費 99,488 6,633 30

間接費 32,512 2,167 10

総計 345,774 23,052 106

※H29年度は15調査区（3,271点）で調査を実施した
※直接費には人件費、旅費、再委託費のほか、消耗品費等の費用を含む
※直接費と間接費に対する総計の不一致は、単位未満の四捨五入による

２．従来の実施に要した人員（H29年度）
（単位：人日）

全調査区合計 １調査区当たりの内訳 １点当たりの内訳

人員数 5,403 360 2

※非常勤及び再委託先の人員は除く
※調査データの入力プログラムへの入力等の業務に従事する人員を含む
※1日当たりの勤務時間を8時間として算出

３．人員体制イメージ

※調査マニュアルでは、３名１組の調査チームを基本としている

29／249



  

30／249 31／249

 
 ......................................................................................................... 1 

  ................................................................................................................. 1 
  ................................................................................................... 1 
  ............................................................................................................................ 2 

 ............................................................................................... 4 

  ............................................................................................... 4 
1   ................................................................................................... 4 
2   ...................................................................... 4 

  ........................................................................................... 8 
  .............................................................. 9 

 ............................................................................................. 10 

  ................................................................................................................... 10 
  ........................................................................................................ 10 
  ................................................................................... 11 
  ................................................................................................. 12 

 ........................................................................... 14 

  ................................................................ 15 
  ................................................................................................. 15 

1   ............................................................................................. 15 
2   ............................................................................................. 16 

  ................................................................................................. 16 
1   .................................................................................................... 16 
2   .................................................................................................... 16 
3   .................................................................................................... 18 

  ........................................................................................................ 19 
1   ......................................................................................... 19 
2   .................................................................................. 19 

 ....................................................................................................... 20 

  ........................................................................................................ 20 
 1  .................................................................................. 21 

1   ......................................................................................... 21 
2   ......................................................................................... 21 

  ................................................................................................. 22 
1   ......................................................................................... 22 

  ............................................................................................................ 22 
1   ....................................................................... 22 
2   ...................................... 22 

32／249

3   ................................................. 25 
4   ......................................................... 25 
5   ...................................................................................... 27 
6   ......................................................................................... 27 

 ....................................................................................................... 29 

  ........................................................................................................ 29 
  .................................................................................. 30 
  ......................................................................................... 31 

1   .................................................................................................... 31 
2   ......................................................................................... 31 
3   ....................................................................... 32 

  ................................................................................................................... 38 
1   ................................................................ 38 
2   ........................................................................... 38 
3   ...................................................................................... 45 
4  GPS GPS  ................................... 48 
5  ................. 48 
6   ........................... 53 
7   ........................... 54 
8   ......................................................................................... 54 
9   ......................................................... 60 
10  ..................................... 65 

11   ...................................................... 68 

12  ......................................................... 85 
13  ............................................................ 88 
14  ........................................................................... 97 
15  ................................................. 97 
16  .............................................. 99 

 ..................................................................................................... 110 

  ............................................................................. 110 
  ....................................................................................................... 111 
 PDF  .......................................................................................... 111 
 GPS  ........................................... 111 

................................................................................................................... 113 

0CM  ........................................................... 113 
●  ................................................... 114 
●  .................................................................................... 115 

33／249



●  ................................................................. 116 
●  ........................................... 119 

  

34／249 35／249

COP10

 
4km

2
 

 
 

 

 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

36／2491

 

5 1999 2003
1 2004 2008 2 2009

2013 3

1999 2009
3 2 2010

4km

5

0.1ha

1
2 3 5 5

4km

2010
ID 5 0 5

4km

4km
X
Y

4km

4km

  

37／2492



5 4

ID 5

5 5.5cm
50 75cm ID

8
L 3cm 40cm

GPS

4

1

38／2493

1

unit
 

 

0.1ha
3,780 ha 3

7,800
3 7,800

 

 

 
 

 

 
 
2

4km 0.1ha
0.1ha

3 7800 1/16,000 23,600
4km

39／2494

 

F 4km
n N

p  
nNp  

F p
A  

pAF  

2 95% t 95% c
e  

NFtc 2  

Nte 2  

pp 12 00.2t  

 

23,600
 

 
 

n

i
ix

n 1

1 N

i
ix

N
x

1

1  

n

i
ix

n 1

22 )(1 N

i
i xx

N
s

1

22 )(
1

1  

n

i
ix

n
S

1

22 )(
1

1  

n N

ix

40／2495

 

)(xE  

22 )( SsE  

 
x

x )(xVar  

n
Nn

N
SxExVar

2
2)()(  

N n
1 n

N
 

N
t

95%
 

N
stx

N
stx 05.005.0  

s 05.0t 95%
t 1.96

3

 

N
N/n

41／2496



 

0N

 

N
s

n
NntSt

2

05.005.0  

N  

sCE
E
CtNN

n
N

NN
2

05.0
00

0

0

1
 

E vC

 
130%

28 29
3,000 95% 5% 130%

 

2704
05.0

3.12 2

N  

2,700  
36 41 10,000
3,000 3%

10,000  
130 150%

 

N/n N

95%
5% 3,000

 
1 300

42／2497

 

 

2

 

 
 

 

3  
 

 
 

 

43／2498

 
 

 

44／2499

 
 

 

2

 
 

 
 

45／24910



 
 

1

2 1 1
4km

6 ID  
 

 
ID 6 2

0 4
1

 

 
2  

 
 
 

 
26 8 15 26 10953

2
 

1  
2 1 2  

1

 

 
2 1  

 

 
 

(1)  
(2)  
(3) 26 126 3 2 3

 
(4)  
(5)  

 

46／24911

 
 

 
ID

130130

320153 340523
450477
200026

ID
 

4km
2010

5
4 1 4 5  

1

2

3

A 11 B 12

110001

110002

110003

110004

110006

110007

110008

110009

110011

110012

120001

120002

120003

120004

120006

120007

120008

120009 120011

120012110005

110010 120005

120010

4km

4km

47／24912

4

5

 
 

ID 7 1 9
2

0 1 1 4 3
1 4 5

 
 

9  
1 0  

1 4 5  
001  

 
 

01  
1  

1  
9011001 
911001  

 
 

48／24913

 
 
 

 

 
 

 

  

49／24914



 

 
 

 

1
3

1 2  
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

50／24915

90

60
120 120
30

30
20
50
370

 
2

1
2

1 3

 

 
 

1
 

1/50,000 GIS  
1/5,000 GIS  

 
GIS  

4km GPS
p.23  

 
 

 
 

2

51／24916

 
 

1

GPS (a) 1

MSAS

1
GPS

(b)
1

(c)
1

(d) 1 15m

(e) 1

(1)

(f) 1
(g) 2

(h) 2

(i) 2 5cm
0

20m (j) 2 20m

(k) 1

(l) 2

(1)

(m)
1

(n) 1

(o) 2
(p) 8

(q) 1 70cm

(r) 4
4

50cm
50cm

(s) 1

52／24917

(t) 16 30 50cm
8

(u) 1
(v) 5
(w) 5

1
2

1
1
1
1

GPS
PDA Personal Digital 
Assistant (x)

1

1

 
 

3
CD-R  

 

2 http://www.ringyou.or.jp/  

a

b

b

c

d

e

e

f

g

h

i

j

k

l

m

n

o

p

q

r

s

t

u

v

w

x

53／24918



1

 
 

2

 
 

54／24919

1
2 1

5  
ID

4
 

 
 

 

 

  

55／24920

1
1

1

3 7 25 3 293
3

 
1

GPS
 

 
 

3 7 25 3
293 3

5
1

5mm
ID ID

ID 5
5mm

7mm

 
2

2009

 

56／24921

 

 

 
2010

 
 

1

5

5
1 1  

 

1
5

  
 
2

 

 
 

12 5 8 12
188 6

GPS
GPS GPX SHP

57／24922



 
GPS

 

GPS  
1/5,000

GPS

 

GPS
5mm ID

5mm
ID  

ID 5
5mm 7mm

 
ID 0.6mm GIS
 

GIS GPS
GIS GIS

http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/tky2jgd/download/agreement.html
 

58／24923

 

GPS GPS
GPS

 

 

4

 
 

 

1/5,000

GPS

120140 120126 

120125 120116 

120117 

120139 

 

 

59／24924

   
 

3

 
 

5

 
4

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

60／24925

20m
50%

 
 

p.97 p.98

19

38

61／24926



27 2

 

 
p.26

 
 

5

 
 

  
  

 
  

 
6

62／24927

4 5

6 10
11
12 1
2 3

 
 

63／24928

 

 

 

•  
•  

•  
•  
•  

•  
•  

•  
•  

 
 

 

64／24929

 
 

 
 

65／24930



GPS

 

GPS
4  (2)

 
GPS
GPS

 
 

 
1

1/5,000
GPS

(p.21 p.24 )

 
2

 
 

GPS

GPS

WGS1984
JGD2000
GPS

GPS

66／24931

 
3

 
 

ID 
ID 6  

 
 

 
 

 
 

3
 

 

1/5,000 10m

GPS Z
GPS

100m

0m

100m

67／24932

1/50,000

1975

(B) BA BB BC BD(d) BD BE BF
(dB) dBD(d) dBD dBE
(rB) rBA rBB rBC rBD(d) rBD
(yB yBA yBB yBC yBD d yBD yBE

(R) RA RB RC RD d RD
(Y) YA YB YC YD d YD YE
(Bl) BlB BlC BlD(d) BlD BlE BlF

(lBl) lBlB lBlC lBlD(d) lBlD lBlE lBlF
(PD) (PW(i))

(PW(h)) (gB)
(eDR) (dDR)
(vDR) (G) (psG)
(PG) (Pt) (Mc) (Pp)

(Im) (Er)

 
 

 

 
 

5 7 2

68／24933

5 5

7 2 7 2

p.36 p.37

p.37

69／24934



10

5

8

5 5

 

70／24935

 

1
2
3

( )
( 1 )
( 2 )
( 3 )

1
2
3

( )
( 1 )
( 2 )
( 3 )

1
2
3

( 1 )
( 2 )
( 3 )

71／24936

( 1 2 )

( )
( )
( /

 
 

[
]

[
]

[
]

[ ]
[ ]
[ ]

 
 

72／24937

1
 

 

 

PDF
 

 
2

 

 

 
 

73／24938



  

  

 

 

 
 

 

  

74／24939

 
8

18cm  

 

 
 

 
2

3
5  

  
30

GPS
 

=  

  
a

GPS
 

b 8

18cm
 

=
 

 

75／24940

GPS  
 

GPS

 
 

GPS

 
 
 
 
 
  

76／24941

8

 
 

 

JPG
 

 
 

77／24942



20m
50%

 
 

p.97 p.98

19

38

78／24943

27 2

 
 

 

 
 

 

p.56
 

 

 
 

79／24944

 
3

 
  

80／24945

 
 

1

GPS (a) 1

MSAS

1
GPS

(b)
1

(c)
1

(d) 1 15m

(e) 1

(1)

(f) 1
(g) 2

(h) 2

(i) 2 5cm
0

20m (j) 2 20m

(k) 1

(l) 2

(1)

(m)
1

(n) 1

(o) 2
(p) 8

(q) 1 70cm

(r) 4
4

50cm
50cm

81／24946



(s) 1
(t) 16 30 50cm

8

(u) 1
(v) 5
(w) 5

1
2

1
1
1
1

GPS
PDA Personal Digital 
Assistant (x)

1

1

 

2 http://www.ringyou.or.jp/  

a

b

b

c

d

e

e

f

g

h

i

j

k

l

m

n

o

p

q

r

s

t

u

v

w

x

82／24947

4 GPS GPS

GPS GPS
 

GPS
 

 

GPS

GPX SHP
WGS84 JGD2000

GPX SHP
WGS84 JGD2000

GPS GPS ID
ID

 
5

 

 
 

ID 
ID 6  

 

83／24948

 

ID 5 4 4km
 

1
 

 
 

GPS
WGS1984 JGD2000  

 
 

 
 

GPS  
 

 
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

84／24949

GPS

GPS
MSAS

GLONASS

GPS

MSAS GLONASS

MSAS

24 1 13 00

 

85／24950



 
GPS

 
 

GPS

MSAS

MSAS

p.43

p.42

8

86／24951

p.43 p.44

 

 
 

ID 1 2 3 4
1
2

3

4

5

6
2

7 2 1

8 3

 

87／24952

 
6

5

 

A4

JPEG  
 

1/5,000

1/5,000
1/25,000

1/5,000

GPS
JPEG

JPEG

1/20,000 1/25,000

A4
A3

GPS JPEG

JPEG

88／24953

 

200dpi
2340 x 1654 A4
3306 x 2340 A3
JPEG

 
7

1

 
 

 

1024 x 768
JPEG

  
8

 
3

0.1ha
p.65

 

p.64
 

 
 

 
 
 
 
 

0.01 ha 5.64 m
0.04 ha 0.03ha 11.28 m
0.10 ha 0.06ha 17.84 m

89／24954



 

 

 
 

 
8

18cm

 
 

 
2  

  
30

GPS
 

=
 

  
a

GPS
 

b 8

18cm
 

=
 

 

90／24955

 

 
 

 
 

 

5

GPS

8
5

5

p.31 3
2

8
8

91／24956

1m

 

 

  
 
 

19m

1.4m

92／24957

 

GPS
0.7m ID

20cm
p.61

8

8

50cm

20cm

1m

 
 

 
 

19m

1.4m

93／24958


	kiso5_yoko.pdf



